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Ⅰ.はじめに 

 

一般的に JT といえば何が連想されるだろう。まず１番最初に浮かんでくるのは、たばこ

の製造・販売を行う会社という印象であるだろう。しかし、われわれは JT の未来を見据え、

JT の食品事業の可能性を追求していく。 

 

 

ⅰ)自社紹介 

JT は、正式名「日本たばこ産業株式会社」、創立 1985 年、資本金 1000 億、その名の通り

国内たばこ産業が売上の約９０％を占める会社である。「価値創造ビジネスを多角的に展開

するグローバル成長企業」を目指し、たばこに加え、医薬、食品を柱として、企業価値の

増大に向けた事業運営を行っている。 

 

 

 

＜沿革＞ 

・1985 年 4 月－日本たばこ産業株式会社(JT の正式名称)は、前身である日本専売公社の全

額出資によって、設立。新規事業の積極的展開を図るため事業開発本部を

設置。その後 1990 年 7 月までの間に各事業の推進体制強化のため、同本

部を改組し、医薬、食品等の事業部を設置 。 

・1988 年 10 月－コミュニケーション・ネーム「JT」を導入。 

・1997 年4 月－塩専売制度廃止に伴い、当社の塩専売事業が終了。たばこ共済年金を厚生

年金に統合。 

・1998 年2 月 - ピルスベリージャパンの食品事業を取得。米国ピルスベリー社（グリーン

ジャイアント）との協業による加工食品事業への本格参入。  

・1998 年 4 月 - ユニマットコーポレーションと清涼飲料事業での業務提携に関する契約を

締結。その後、同社の発行済株式の過半数を取得。 

・1999 年 5 月 - 米国の RJR ナビスコ社から米国外のたばこ事業を取得。 

・1999 年 7 月 - 旭フーズなど子会社 8社を含む旭化成工業の食品事業を取得。  

・1999 年 10 月 - 鳥居薬品との業務提携により、医療用医薬品事業における研究開発機能

を当社に集中し、プロモーション機能を鳥居薬品に統合。 

・2000 年 4 月 ‐子会社アクロスファーマ社に臨床開発機能を付加し、海外での医薬品臨床

開発の拠点とした。 

・2007 年4 月 - 英国Gallaher社の発行済株式の全てを取得。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/1997%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%B1%E6%B8%88%E7%B5%84%E5%90%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%B9%B4%E9%87%91
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%B9%B4%E9%87%91
http://ja.wikipedia.org/wiki/1998%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%91%E3%83%B3%E3%83%93%E3%83%90%E3%83%AC%E3%83%83%E3%82%B8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%85%E6%B6%BC%E9%A3%B2%E6%96%99%E6%B0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%A4%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%95%E3%83%BC%E3%82%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%AD%E5%8C%96%E6%88%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/2007%E5%B9%B4
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・2008 年 1 月-子会社のジェイティフーズが輸入販売した中国製冷凍餃子において、農薬（

毒劇物）の混入による食中毒事件が発生していたことが明らかに。 

・2008 年 4 月– 日清と共同で冷凍食品最大手加ト吉を買収する計画がなくなり、単独で加

ト吉を子会社化。 

・2008 年 7 月－  加工食品事業および調味料事業を加ト吉に集約。  

 

 
ⅱ)４事業の動向 

先ほども述べたように、JT の事業は国内たばこ事業、海外たばこ事業、医薬品事業、食

品事業の４つに分類できる。以下、それぞれについて分析していく。 

 

＜国内たばこ事業＞ 

国内たばこ事業は、JT グループの利益を牽引する中核事業である。「キャメル」、「ウィン

ストン」、「マイルドセブン」などが代表的商品である。 

しかし、近年の全国的な禁煙化の流れ、未成年の喫煙防止のための TASPO 導入などによ

り全体的な総需要の低下が目立つ。喫煙者数はJTの設立時の昭和60年には、男性が64,6％、

女性 13,7％であったのが平成 20 年には、男性が 39.5％、女性が 12,9％に推移している。

さらに、たばこ増税議論の浮上などで、さらなる需要の低下の危機に瀕しており、たばこ

事業の増収は望めない。 

JT はこれに対処するために、前者の問題に対しては、『あなたが気づけばマナーが変わる』

といった CM や、専属分煙コンサルタントによる完全に分煙化された建物の建設活動の促進

などで、禁煙化ではなく分煙化をアピールしている。後者に対しては、過去 10 年間に三度

も増税されているおり、税負担が 6割と日本で一番税負担が重い商品であること、“取り安

いところから取る”というのは安易かつ不公平であると主張することで対処しようとして

いる。 

 

 ＜海外たばこ事業＞ 

国内たばこ事業と並ぶJTグループ中核事業。1999 年にR.J.レイノルズの子会社であるRJR

インターナショナルを買収し、JTインターナショナルを設立した。JTインターナショナル

を含めた販売シェアは世界第 3位である。2007 年に英ギャラハーを買収して、世界 2位のブ

リティッシュ・アメリカン・タバコに迫ってきた。 

 

＜医薬品事業＞ 

日本で医薬品の製造・販売を行う鳥居薬品と米国における医薬事業に関する活動、医薬

品の開発を行う Akros Pharma Inc.の二社が主要企業である。2003 年に抗 HIV 剤を臨床開

発に成功し、2004 年より抗 HIV 薬「ビリアード(R)錠 300mg」の販売を開始した。2008 年 9

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%A4%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%95%E3%83%BC%E3%82%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A4%83%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BE%B2%E8%96%AC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%92%E7%89%A9%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%8A%87%E7%89%A9%E5%8F%96%E7%B7%A0%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A3%9F%E4%B8%AD%E6%AF%92
http://ja.wikipedia.org/wiki/1999%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/R.J.%E3%83%AC%E3%82%A4%E3%83%8E%E3%83%AB%E3%82%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/2007%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%83%E3%82%B7%E3%83%A5%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%BF%E3%83%90%E3%82%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%83%E3%82%B7%E3%83%A5%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%BF%E3%83%90%E3%82%B3
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月には、開発を進めてきた経口骨粗鬆症治療薬「JTT-305」について、日本を除く全世界で

の独占的開発・商業権化を米国メルク社へ導入することに関するライセンス契約を締結し

た。つまり、2001 年に大衆薬から医療向けに特化したことによって、売り上げ向上に成功

している事業であると言える。 

 

＜食品事業＞ 

大きく飲料と加工食品分野に分かれる。 

飲料では Roots や桃の天然水が有名。飲料では基幹ブランド「ルーツ」を中心に事業拡

大を図っている。 

加工食品については、冷凍讃岐うどんで有名な加ト吉を株の約 94％を所有することで

100％子会社化してから、日清に加ト吉株を 49％譲渡する予定であった。しかし、2008 年 1

月の冷凍餃子事件によって共同統合は白紙になり加工食品事業の再生化を計るために日清

への株譲渡を取り止め単独で加ト吉を買収することになり、2008 年 7 月に完全子会社化し

た。2 月の冷凍食品の売り上げは前年度同月比で、家庭用 90％減、業務用 70％という惨状

となった。しかし事件の中国天洋食品側の責任、他社の食品事件(同年 10 月のニチレイの

インゲン、伊藤ハムのウインナーからのトルエン検出)の影響により、収益は好転している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ.現状分析 

 

ⅰ)国内たばこ産業 

 国内たばこ事業は、禁煙化の流れによる路上禁煙や飲食店等の全面禁煙によって売上が

落ち続けている。 

 

 

ⅱ)海外たばこ事業 

確かに成長率は一番だが、たばこの害に対する知識の不足している国に販売するのは倫

理性に問題があると考える。また、日本たばこ産業株式会社法及びたばこ事業法に記され

ている JT の概要を逸脱していると考えられるので(事実輸入に関する記述はあるが輸出に

関する記述は詳しく書かれていない)、今回の対象から外すことにする。 

 

 

ⅲ)医薬品事業 

増収の規模が小さいこと、事業の中心が新薬開発でありマーケティングの主旨と異なる
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こと、さらに薬事法に関わる複雑性などから海外たばこ事業同様今回の対象から外すこと

する。 

 

ⅳ)食品事業 

7 月に加ト吉を買収したことによっての食品事業の増強を Oportunity として、マーケテ

ィング対象として適切である。第一半期、第二半期ともに国内たばこ売り上げ減少を補う

売り上げ上昇がみられ、JT 全体の収益向上に貢献できる分野であると判断した。 
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Ⅲ.目標設定 

 

 われわれの目標は、国内たばこ事業から食品事業への本格的な転換をはかることである。

また、その過程で消費者に対して冷凍餃子事件などにより抱かれたＪＴへのマイナスイメ

ージをプラスイメージに変えることである。以下、それに至った理由を述べる。 

禁煙への社会的な流れにより路上禁煙や飲食店等でも全面禁煙が進められている影響で、

国内たばこ事業の売り上げは減少している。さらに今後の回復の見込みもほとんどないと

考えられる。なぜなら、これらは今後さらに強化され禁煙化への動きは強まるものと考え

られ、その上今後の増収の可能性も否めないためである。 

食品事業に関しては、加ト吉との連結による事業拡大によって、売り上げを順調に伸ば

している。実際、食品事業は国内たばこの減収を自らの増収で補っており、JT 全体の収益

の向上に貢献できる可能性のある事業であると考えられる。 

このためわれわれは、主幹事業である国内たばこ産業の減収を補うためには、さらなる

食品事業の増収が必要になってくると考えたのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ.食品産業に関する現状分析 

 

現在の食品産業全体が直面している状況と消費者の食品産業に関する意識の高まりを見

ていく。ここで注目したいのは、現在生活習慣病、つまり、がん、心疾患、脳血管疾患等

が日本人の死因の約６割を占めていることである。 

 

次に、この状況を踏まえて以下のグラフに着目したい。これは、生活習慣病予防のため

に食生活改善の必要性があると思うかどうかというアンケートに関する回答である。 

 

これより、「大いに思う」、「少し思う」の割合の合計が６６．７％と約３分の２の人が、食

に関して健康を気にしているということがわかる。 

さらに、生活習慣病を助長する内臓脂肪蓄積型肥満、つまりメタボリックシンドローム

という用語が世間に浸透しているのを示すのが以下のグラフである。見てわかるように、

どの年代も９割を超える人がメタボリックシンドロームいう言葉の意味を知っているとい

うことがわかる。これより、人々の近年の健康志向の高まりが読み取れる。 
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さらに、特に冷凍食品産業においてはＪＴの冷凍餃子事件及びニチレイの冷凍インゲン

事件の影響が大きく、消費者の声も冷凍餃子事件を機に安全がより意識されるようになっ

たことがわかる。それについては下記の２種類のアンケート結果を参照したい。 

 

 

Q.冷凍食品を買う際に重視していることは何か 

・餃子事件前 

0 20 40 60 8

単位(%)複数回答可

0

見た目の良さ

原材料の産地

調理のし易さ

味の良さ

価格

2004年8月(ギョウザ･インゲン事件前)
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・餃子事件後 

0 20 40 60 80

単位(%)複数回答可

製造地

調理のし易さ

原材料の原産地

味の良さ

価格

2008年10月(ギョウザ･インゲン事件後)

 

 

 

よって、上記の現状分析から、いま食品に求められるものは安全と健康のふたつである

と考えられる。 
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Ⅴ.食品事業に関する自社分析 

 

加ト吉(現ＪＴ傘下)の主な製品は以下の三つに大別できる。 

   ⅰ)冷凍食品･･･ 

   ⅱ)レトルト 

   ⅲ)その他カップ麺など 

以下、それぞれについて分析していく。 

 

ⅰ)冷凍食品 

 冷凍食品における加ト吉のシェアは、現在３位と高く、２位の丸はニチロホールディン

グスとほぼ同程度である。よって、JT は加ト吉の買収を機会に冷凍食品事業を得意分野に

したと言える。

 

しかし、中国製品で問題が発生したにも関わらず未だに野菜等の原産地を中国に頼ってい

る。これは安全志向の高まっている消費者のニーズへの対応が遅れているということがで

きる。というのも、「国産＝安全」という意識が消費者の中に浸透しているからである。 

 

 

ⅱ)レトルト食品 

 現在加ト吉では、レトルトパウチのご飯やレトルトカレーを販売している。その中で注

目したいのは、今日の消費者のニーズに応じた健康に特化した「いきいきご飯」である。

これはレトルトパウチのご飯であり、難消化デキストリンという血糖値の上昇を妨げる物

質が含まれている。 

 加ト吉のレトルト米飯のシェアは現在２位と佐藤食品工業に次いでいる。 
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ⅲ)その他カップ麺 

現在、JT は冷凍食品、レトルト食品以外にもカップ麺やインスタントラーメンを販売し

ている。しかし、その他カップ麺は、売上シェアはランク外、つまり加ト吉の強みを生か

し切れてないと言える。また、今日の消費者のニーズに応じた安全や健康に応じた商品が

販売されていない。 
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Ⅵ.問題設定 

 

 先ほど消費者の健康志向、安全志向の高まりについて述べた。JT はすでに「いきいきご

はん」という健康に特化した商品を発売している。この商品は、難消化性デキストリンが

含まれている特定保健用食品である。難消化性デキストリンは血糖値上昇の抑制、血中コ

レステロールや中性脂肪の低下、体脂肪の減少、整腸作用を引き起こす成分であるが、こ

の難消化デキストリンが含まれている。そのため、今話題のメタボリックシンドローム等

に効果あると考えられる商品である。しかし、この商品は販売数も少なく、売上も伸び悩

んでいる。つまり、消費者のニーズに応じた商品を販売しているのに売れていないという

ことである。われわれは「いきいきごはん」の売上が芳しくない原因はプロモーションと

値段にあると考えた。 

 

 また、われわれはさらにもうひとつ、冷凍食品についても問題があると考えた。それは、

JT の冷凍餃子事件の後の商品改善への意識である。冷凍餃子事件が JT の安全に対するイメ

ージ低下を引き起こしたことは否定できない。また、消費者の安全志向の高まりは前述グ

ラフで示した通り明確である。それにもかかわらず、JT はその生産地等を改善することな

く、未だに中国産の野菜を使用した商品を販売している。これは、消費者の安全志向に応

じていないと言える。 

 

 よって、われわれはこれらふたつを問題とし、以下の政策提言を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅶ.政策提言 

 

 われわれは、健康志向のニーズに応えるために既存の商品「いきいきごはん」を生かし

て新商品開発をする。また、JT の安全に対するマイナスイメージを克服するために、さら

に離乳食事業への新規参入を図る。 

 

 

 ⅰ)いきいきごはんのプロモーション強化 

 

＜市場分析＞ 

特定保健用食品に指定されているということは健康志向食品市場において優位性を持つ。

なぜならトクホマークのある商品への意識や関心が高まっており、メタボリック対策市場

において大きな売り上げを上げている商品のほとんどが特定保健用食品であるからだ。 

 

 

  

さらに、レトルト米飯の市場は年々拡大しており、需要は十分あると言える。これについ

れは、以下のグラフを参考にしたい。 
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＜自社分析＞ 

レトルト米飯業界における JT のシェアは第２位である。しかし、加ト吉のホームページ

で公開されている IR 情報では「いきいきごはん」についての明記がないため、加ト吉のレ

トルト食品の主力商品であるとは考えにくい。よって、現在の売上に加え｢いきいきごはん｣

の売上を伸ばすことによって、サトウ食品に追いつき、そして追い越す可能性は十分にあ

ると考えられる。 

 

 

 

また、特定保健用食品認定という長所を持ちながら、｢サトウのごはん｣に代表されるレ

トルト米飯市場において「いきいきごはん」は存在すら知られていない。Aisas でいうとこ
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ろの attention が欠落しており、promotion 不足だと言える。 

 

*SWOT 分析 

Ｓ               Ｗ 

・特定保健用食品        ・知名度が低い 

                ・高価格 
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Ｏ               Ｔ 

・健康志向の高まり       ・サトウのごはん 

 

 

 

このＳＷＯＴ分析をもとに、いきいきごはんの販売戦略を考えていく。 

ふたつの weekness に対する解決方法であるが、知名度の低さはいきいきごはんをネット販売

だけでなく、市販にすることにより解決可能である。市販で売ることにより、ネット販売のみの場合

よりもより多くの人の目につくと考えられるからである。また、高価格であることに対してだが、この

点に関しては、商品の高い品質維持のため安易な値下げは不可能である。よって、高価格である

ことへの対策であるが、いきいきごはんと既存の他の商品を組み合わせることによって、サトウの

ごはんなどの競合商品との単純な価格比較を困難にすることが挙げられる。さらに、この合わせ

売り方針をとることで新商品として販売できるので消費者の注目を得ることができる。 

 

＜ターゲット設定＞ 

レトルト米市場のトップを走るサトウ食品の商品である｢サトウのごはん｣を例にとり、

顧客について考察する。｢サトウのごはん｣を最も利用する層は主婦、高齢者であることか

らレトルト米市場のターゲットは主に主婦と高齢者であると言える。また「いきいきごは

ん」のメインターゲット層はメタボリックシンドロームを気にする中高年であるので、主

婦、高齢者に加え、中高年の年代層を獲得できる可能性も考えられる。 

 

＊4P 分析 

Product：他の自社製品と組み合わせたいきいきごはん 

Place：店頭販売 

Promotion：他の自社製品との組み合わせをすることにより目を引く 

Price：高級志向に合わせ、多少高価格 

しかし、いきいきごはんとその組み合わせる商品の価格合計から 

少し割り引いた程度 

 



既存の商品同士を組み合わせることで、新商品として消費者の Attention を得ることが

できる上、既存の商品であるから完全な新規参入にはならず余計なコストもかからない。

またさらに、店頭販売をすることにより現在ネット販売のみで十分な Attention を得られ

ていないいきいきごはんは今以上の Attention を得られるようになると考えられる。 

価格については、ふたつの商品を合わせた合計から多少割引をすることにより消費者は

お買い得感を得られ、消費者の高級志向であるがお得な買い物をしたいという一見相反す

る欲求にも応えられると考える。 

 

＊具体例 

上記の政策の具体例として、おいしいカレー(加ト吉の既存商品)と組み合わせたレトル

トカレーライスを販売する場合について考える。なぜ組み合わせる商品がカレーなのかと

いうと理由は２つある。 

１つ目の理由は、カレーはレトルト食品産業の中で最も利用率の高い商品であるという

ことであり、２つ目の理由は、カレーは自社で既に商品として存在することである。生産

コストの面から考えても、自社製品を使用しているので、仮にこの政策が失敗に終わった

としても損害は少なく、ローリスクハイリターンな政策であると言える。 

以上に示したように、いきいきごはんを他の自社製品と組み合わせて販売することは、現在欠

けているプロモーション戦略を補強できることに加え、新商品開発でない分リスクが低いことから

も、JT の食品事業の売上を今以上のものにするために非常に有効な手段であると考える。 

 

 

 

ⅱ)冷凍離乳食の販売 

 

今まで述べてきたように消費者の安全志向は明らかであるが、JT は材料のすべてに国産

品を用いた製品、つまり純国産製品を一つも作っていない。そこで純国産製品の冷凍離乳

食を新商品として開発し、ＪＴの食へ対するマイナスイメージを払拭したいと考える。 

 

＜現状分析１＞ 

 ＊３C分析 

Customer：先に示したデータからもわかるように、消費者の安全を求める声に応えるた

めには、やはり国産の原材料を使用することが必要。 

  Company：しかし、JT は国内原材料のみを使用した製品を販売していない。 

 Competitor：冷凍食品業界一位のニチレイはすでに国産原材料のみを行っている。 
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以上のことから、業界三位である JT は、例え純国産製品を作ってとしても首位のニチレ

イとは確実に差別化が困難であると言える。よって、他のジャンルの冷凍食品事業へ進出

し、首位ニチレイとの明確な差別化を図る必要がある。 

 

＜ターゲット設定＞ 

食品のうち安全性を第一にアピールすべきものは、乳児用食品とお弁当食品と介護食品

であり、ターゲットは子供を持つ母親と高齢者である。しかし、このうちお弁当用冷凍食

品と介護用冷凍食品はすでに販売されている。したがって、JT が冷凍食品を販売し、かつ

その安全性を十分にアピールするためには、冷凍食品業界において競合企業の少なく、そ

の上商品の安全性に最も気を遣う乳児の母親をターゲットにした冷凍離乳食を販売すべき

だと考えた。 

  

＜現状分析２＞ 

 ターゲットを踏まえた上で、もう一度現状分析を行う。 

 市場分析：厚生労働省が離乳期間を一か月延長したことで、離乳食全体の規模は若干の

拡大傾向にあるが、ほぼ横ばい状態。つまり、既存の離乳食は飽和状態であ

る、と結論できる。さらに毎年１０万人規模の新規顧客が得られるため、安

定していると言えよう。 

 顧客分析：完全にできあいのものを使うことに抵抗。しかし手間は嫌う傾向にある。 

      多くの手作り離乳食を重視する母親は多量の離乳食を一度に冷凍保存し、使

用するというデータが存在する。 

 

＜政策の有意性＞ 

小分け・保存方法が手作りの冷凍保存過程と類似しているため、手作り意識の点でレト

ルトと差別化が可能である。このことは、子供にレトルト等の加工食品型離乳食を与えた

くはないと考える母親を新規顧客として獲得できる可能性がある。 

 

さらに冷凍売り場に明らかにジャンルの違うものとして売られるので、膨大な広告費を

かけずとも消費者の注意を向けることができる可能性がある。これは冷凍食品を使用する

１番の消費者が「主婦」であることに由来する。 

 

＜新規参入に対する報復の可能性＞ 

・既存の離乳食企業･･･上位三社はインフラ設備が整ってないため、冷凍離乳食を作れない。 

・冷凍食品企業･･･介護食に方面を向けているので、離乳食には参入してこない。 

 

＊４P分析 
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Product：冷凍離乳食 

Place：量販店での販売 

Price：レトルト離乳食と同価格程度 

Promotion：親子雑誌への掲載、量販店でのポップ 

 

 われわれは、冷凍離乳食の販売を提案する。具体的には、野菜をペースト状にしたもの

を小分けにしたものを冷凍して販売するというものである。なぜなら、アンケート結果に

よると、多くの母親は自ら野菜をペースト状にし、小分けに凍らせているという事実が明

らかになったからだ。さらに、離乳食で困ったことというアンケートでは、「作るのがめん

どくさい」という回答が上位にランクインしていた。したがって、われわれが提案する、

野菜をペースト状にし小分けに冷凍して販売する、という政策はまさにこれらの母親のニ

ーズに適ったものであると言える。 

 さらに、近年離乳食摂取期間が１年６か月から１年８か月へ延長したことから、離乳食

の需要の増加が伺える。 

 これらのことを考慮し、われわれは離乳食への新規参入を決定した。 
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